
総務省方式改訂モデル

Ⅰ　普通会計財務４表

Ⅱ　連結財務４表

つがる市の財務書類

（平成２５年３月３１日現在）

つがる市　財政課

【概要版】

平成２６年３月



Ⅰ　普通会計財務４表

Ⅰ－１　貸借対照表

Ⅰ－１－１　貸借対照表

　貸借対照表とは、つがる市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をど
のような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産合計額と負債・純資
産合計額が一致することから「バランスシート」とも呼ばれています。

　　

Ⅰ－１－２　貸借対照表の概要

　平成２４年度末のつがる市の「資産」は、８４４億５，１７７万円です。
　この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資産」４３１億
５，２７６万円と、将来世代の負担である「負債」４１２億９，９０１万円となっています。

平成２５年３月３１日住民基本台帳人口　35,947人

市民１人あたり 市民１人あたり

〔資産の部〕 〔負債の部〕
　１　公共資産 76,264,552 2,123 　１　固定負債 38,109,674 1,060

　(1) 有形固定資産 76,128,741 2,119 　(1) 地方債 32,112,212 893

　(2) 売却可能資産 135,811 4 　(2) 長期未払金 195,906 6

　(3) 退職手当引当金 5,801,556 161

　２　投資等 4,532,199 127

　(1) 投資及び出資金 194,790 6 　２　流動負債 3,189,338 89

　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 2,887,050 80

　(3) 基金等 4,098,998 114 　(2) 短期借入金 0 0

　(4) 長期延滞債権 343,251 10 　(3) 未払金 64,261 2

　(5) 回収不能見込額 △ 104,840 △ 3 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 238,027 7

　３　流動資産 3,655,019 102

　(1) 現金預金 3,593,441 100 負　　債　　合　　計 41,299,012 1,149
　(2) 未収金 61,578 2 〔純資産の部〕

23,055,068 641

40,044,208 1,114

　３　その他一般財源等 △ 19,946,518 △ 552

　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 43,152,758 1,203

資　　産　　合　　計 84,451,770 2,352 負 債 ・ 純 資 産 合 計 84,451,770 2,352

　１  公共資産等整備国県補助金等

貸　　借　　対　　照　　表
（平成25年3月31日）

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

　２  公共資産等整備一般財源等
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Ⅰ－２－１　行政コスト計算書とは

　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産」の形成につなが
らない「行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービスの対価として得られた財
源（経常収益）」を対比させた財務書類です。

　　

Ⅰ－２－２　行政コスト計算書の概要

　平成２４年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め１９１億１，４９６万円、これに対して、
「経常収益」は６億２，５７３万円で、差し引き「純経常行政コスト」は１８４億８，９２３万円となっ
ています。

平成２５年３月３１日住民基本台帳人口　３５，９４７人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　　　　　　　　　ａ
１．人にかかるコスト
　  (1)人件費
　　(2)退職手当引当金繰入
　　(3)賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト
　  (1)物件費
　  (2)維持補修費
　　(3)減価償却費

３．移転支出的なコスト
　  (1)社会保障給付
　　(2)補助金等
　　(3)他会計への支出額
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等

４．その他のコスト
　  (1)支払利息
　  (2)回収不能見込計上額
　  (3)その他の行政コスト

経　　常　　収　　益　 　　　　　　　　ｄ
１ 使用料・手数料　　　　　　　　　　　ｂ
２ 分担金・負担金・寄附金　　　　　　　ｃ

（差引）純経常行政コスト　　　　　 ａ－ｄ

区　　　　　　　　　　　　　分
100.0%

3.3%

855,665

516,429

533,999

487,905
46,094

金　　　　額
19,114,958
4,544,774

3,686,470

238,027

6,120,728

3,347,723

1
0

18

61
14
93

0.0%

12
6

7,915,457

0

625,733

514

15

14

221

2.2%
1.1%

96.7%

市民１人あたり

532
128

103
19

25

6

14.8%
2.7%

2.8%
2.6%

11.5%

103

79
14

32.0%

0.2%

3.0%
17.5%

41.4%
19.4%
4.5%

2,206,176

3,716,074

168

（単位：千円）

構成比率

23.8%
19.3%
3.2%
1.2%

620,277

414,046
211,687

18,489,225

2,827,289

566,829

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
自　　平成２４年４月　１日
至　　平成２５年３月３１日
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Ⅰ－３　　純資産変動計算書

Ⅰ－３－１　純資産変動計算書とは

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したの
かを表している計算書です。
　純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が
増えたのか減ったのかがわかります。

Ⅰ－３－２　純資産変動計算書の概要

　平成２４年度の純経常行政コスト１８４億８，９２３万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源
が１４４億２，８９９万円、補助金等が４４億７３８万円あり、投資損失等の臨時的な要因によるコスト
１，２０４万円を加えても、３億３，５１０万円の財源がコストを上回っています。
　この結果、期首に４２８億１，７６５万円であった純資産残高が、期末では４３１億５，２７６万円とな
りました。

　　　その他 0
　期末純資産残高 43,152,758

　　　　投資損失 △ 12,043
　　　資産評価替えによる変動額 0
　　　無償受贈財産受入 0

　　　臨時損益 △ 12,043
　　　　災害復旧事業費 0
　　　　公共資産除売却損益 0

　　　　地方交付税 11,352,716
　　　　その他行政コスト充当財源 675,049
　　　補助金等受入 4,407,381

　　　純経常行政コスト △ 18,489,225
　　　一般財源 14,428,991
　　　　地方税 2,401,226

純資産合計
　期首純資産残高 42,817,654

純　資　産　変　動　計　算　書
自　　平成２４年４月　１日
至　　平成２５年３月３１日

（単位：千円）
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Ⅰ－４　　資金収支計算書

Ⅰ－４－１　　資金収支計算書とは

　資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」
「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

１－４－２　　資金収支計算書の概要

　経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は５６億７，３５０万円で、公共資産整備収支の部の収支不足
額（赤字）１０億４，０６２万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤字）４６億２，０１７万円を補
てんしています。
　経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の合計を上回ってい
るため、期首に４億５，３９１万円あった現金が、期末では１，２７１万円増額の４億６，６６２万円とな
っています。

４億５，３９１万円 ４億６，６６２万円

収支剰余①
５６億７，３５０万円 ４６億２，０１７万円

①－（②＋③）

１，２７１万円

収　　　入

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高

２０１億９，９４１万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
４億８，９４４万円 支　　　出

収支不足③ ５１億９６１万円

収　　　入

支　　　出 収支不足② ３５億２，６０７万円

１４５億２，５９１万円 １０億４，０６２万円

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

２４億８，５４５万円 支　　　出
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Ⅱ　連結財務４表

Ⅱ－１　連結

Ⅱ－１－１　連結財務書類とは

　普通会計のほか、国民健康保険や介護保険、病院や公共下水道などの特別会計、また、つがる市が加入し
ている一部事務組合・広域連合など、市と連携して市民サービスを実施している関係団体を連結し、一つの
行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類です。

　　

Ⅱ－１－２　連結対象団体

　平成２４年度のつがる市の全会計は、普通会計（１会計）と公営企業会計（２会計）及び公営事業会計
（３会計）を合わせた６会計があります。また、連結対象となる団体は、一部事務組合・広域連合（６法
人）と地方公社（１公社）、第三セクター等（１法人）をあわせた８団体です。
　平成２４年度末の連結財務書類は、つがる市全会計と連結対象団体をあわせた１４会計・団体を対象と
して作成しています。

　普通会計 　一部事務組合・広域連合

　　　・一般会計 　　　・西北五環境整備事務組合
　　　・西北五広域福祉事務組合
　　　・津軽広域水道企業団西北事業部

　公営企業会計 　　　・つがる西北五広域連合

　　　・青森県後期高齢者医療広域連合
　　　・病院事業会計 （Ｈ24年度から広域連合へ） 　　　・青森県市町村総合事務組合
　　　・公共下水道事業特別会計

　　　・農業集落排水事業特別会計 　地方公社
　
　　　・土地開発公社

  公営事業会計
　第三セクター等

　　　・国民健康保険特別会計
      ・介護保険特別会計 　　　・つがる地球村（株）
　　　・後期高齢者医療特別会計 　　　・(社)つがる市農業開発公社

（Ｈ24年5月解散、10月清算結了済）

※第三セクター等については、つがる市の出資(出えんを含む）比率が５０％以上の法人は全て連結対象とされています。

　 また、出資比率が２５～５０％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、法人経営に実質的に主導的な　

　 立場を確保していると認められる場合には連結対象とされています。

連結対象団体

連　　　　　結

つがる市全会計
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◆ 連結財務書類については、次の方法により作成しています。

①連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の作成・読替

　　　法定決算書類（財務諸表、計算書類等）が整備されている場合はそれに基づいて作成し、会計基準
　　等で求められていない財務書類については、新たに作成しています。
　　　また、会計基準等の違いにより法定決算書類の表示科目が異なるため、連結財務書類の表示科目に
　　揃える読替えを行っています。

②連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の修正

　　  未収金に係る回収不能見込額や退職手当等引当金が計上されていない会計・団体・法人等について
　　は、統一した算定方法により一部修正を加えて作成しています。

③内部取引の相殺消去

　　　連結財務書類は、対象会計・団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。
　　例えば、連結会計間での補助金の支出や収入は、内部で取引きが行われただけで実質的な支出や収入
　　があったとはいえません。そのため、そのような取引きについては「連結内部の取引高の相殺消去」
　　を行っています。　
　　 また、貸付金や借入金など貸借対照表に残高として表れるものについても「連結内部の残高の相殺
    消去」を行っています。
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Ⅱ－２　連結貸借対照表

Ⅱ－２－１　連結貸借対照表の概要

 平成２４年度末のつがる市全会計の資産は、１，０９６億３，７６３万円、これに連結対象団体を
含めた全体の資産は１，２６４億９，６２７万円となっています。

この資産を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した純資産が６８８億
２，５９６万円、将来世代の負担である負債は、５７６億７，０３０万円であり、純資産の割合が、
５４．４％に対し負債の割合は４５．６％となっています。

連結貸借対照表内訳表 【平成２５年３月３１日現在】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[資産の部]

1. 公共資産

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 24,793,289 10,672,730 35,466,019 35,466,019

②教育 24,178,526 24,178,526 24,178,526

③福祉 3,917,526 3,917,526 57,482 3,975,008

④環境衛生 2,755,022 2,755,022 14,578,986 17,334,008

⑤産業振興 14,521,803 13,486,040 28,007,843 18,374 28,026,217

⑥消防 1,768,891 1,768,891 1,768,891

⑦総務 4,193,684 4,193,684 1,168 4,194,852

⑧議会

⑨収益事業

⑩その他

　　　地方公共団体計 76,128,741 24,158,770 100,287,511 14,637,636 18,374 114,943,521

(2) 無形固定資産 108 15 123

(3) 売却可能資産 135,811 135,811 135,811

　公共資産合計 76,264,552 24,158,770 100,423,322 14,637,744 18,389 115,079,455

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 194,790 194,790 180,790

(2) 貸付金

(3) 基金等 4,098,998 16,859 4,115,857 359,226 4,475,083

(4) 長期延滞債権 343,251 542,984 886,235 5,330 891,565

(5) その他

(6) 回収不能見込額 △ 104,840 △ 120,104 △ 224,944 △ 176 △ 225,120

　投資等合計 4,532,199 439,739 4,971,938 364,380 5,322,318

3. 流動資産

(1) 資金 3,593,441 434,612 4,028,053 1,483,961 8,065 4,453 5,524,532

(2) 未収金 87,993 201,222 289,215 339,108 3,792 632,115

(3) 販売用不動産

(4) その他 23,107 1,228 24,335

(5) 回収不能見込額 △ 26,415 △ 48,479 △ 74,894 △ 11,595 △ 86,489

　流動資産合計 3,655,019 587,355 4,242,374 1,834,581 8,065 9,473 6,094,493

4. 繰延勘定

 資 産 合 計 84,451,770 25,185,864 109,637,634 16,836,705 8,065 27,862 126,496,266

[負債の部]

1. 固定負債
(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 32,112,212 32,112,212 32,112,212

②公営事業地方債 10,426,166 10,426,166 4,451,251 14,877,417

　　　地方公共団体計 32,112,212 10,426,166 42,538,378 4,451,251 46,989,629

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 80,425 80,425

②地方三公社長期借入金

③第三セクター等長期借入金 4,668 4,668

　　　関係団体計 80,425 4,668 85,093

(3) 長期未払金 195,906 195,906 195,906

(4) 引当金 5,801,556 331,478 6,133,034 273,582 6,406,616

　　(うち 退職手当等引当金) 5,801,556 331,478 6,133,034 273,582 6,406,616

　　(うち その他の引当金)

(5) その他

　　(うち 他会計借入金)

　固定負債合計 38,109,674 10,757,644 48,867,318 4,805,258 4,668 53,677,244

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 2,887,050 542,813 3,429,863 2,066 3,431,929

②関係団体 161,878 3,413 165,291

　　　翌年度償還予定額計 2,887,050 542,813 3,429,863 163,944 3,413 3,597,220

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

(3) 未払金 64,261 64,261 39,376 14,039 117,676
(4) 翌年度支払予定退職手当
(5) 賞与引当金 238,027 18,678 256,705 17,320 274,025
(6) その他 353 3,785 4,138
　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額)

　流動負債合計 3,189,338 561,491 3,750,829 220,993 21,237 3,993,059

 負 債 合 計 41,299,012 11,319,135 52,618,147 5,026,251 25,905 57,670,303

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 23,055,068 34,005,382 57,060,450 4,321,429 61,381,879

2. 公共資産等整備一般財源等 40,044,208 3,698,819 43,743,027 9,284,788 53,027,815

3. 他団体及び民間出資分 1,789,691 5,000 9,000 1,789,691

4. その他一般財源等 △ 19,946,518 △ 23,837,472 △ 43,783,990 △ 3,597,872 3,065 △ 7,043 △ 47,385,840

5. 資産評価差額 12,418 12,418

 純資産合計 43,152,758 13,866,729 57,019,487 11,810,454 8,065 1,957 68,825,963

 負債及び純資産合計 84,451,770 25,185,864 109,637,634 16,836,705 8,065 27,862 126,496,266

連結対象団体

連結合計

つがる市全会計

計
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Ⅱ－３　連結行政コスト計算書

Ⅱ－３－１　連結行政コスト計算書の概要

　平成２４年度のつがる市全会計の「経常行政コスト」は非現金支出を含め２８２億４５１万円、これに連
結対象団体を含めた全体の「経常行政コスト」は３２１億８，１２５万円となっています。
　これに対して、つがる市全会計の「行政サービス収入」は５６億５，８７６万円、これに連結対象団体を
含めた全体の「行政サービス収入」は７９億４，０３０万円となっています。
　「経常行政コスト」から「行政サービス収入」を差し引いた「純経常行政コスト」はつがる市全会計で
２２５億４，５７５万円、連結対象団体を含めた全体では、２４２億４，０９５万円となっています。
　普通会計と連結の行政コスト計算書を比較すると「経常行政コスト」では、普通会計１９１億１，４９６
万円に対して、連結では３２１億８，１２５万円と約１．７倍になります。これは、国民健康保険や介護保
険などの社会保障給付が多額であることに起因しています。
　一方「行政サービス収入」では、普通会計の６億２，５７３万円に対して、連結では７９億４，０３０万
円と約１２．７倍になっています。

連結行政コスト計算書 内訳表（性質別） 【自：平成２４年４月１日　　至：平成２５年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

経常行政コスト

人件費 3,686,470 267,723 3,954,193 292,934 28,870 4,114,675

退職手当引当金繰入等 620,277 △ 21,205 599,072 40,257 615,094

賞与引当金繰入等 238,027 18,678 256,705 17,320 264,717

物件費 2,206,176 349,447 2,555,623 309,865 56,785 2,763,535

維持補修費 566,829 13,265 580,094 71,920 3,696 615,162

減価償却費 3,347,723 778,015 4,125,738 309,837 3,626 4,277,115

社会保障給付 3,716,074 7,044,844 10,760,918 3,702,145 13,870,727

補助金等 855,665 2,142,304 2,997,969 44,486 20 1,309 3,021,540

他会計等への支出額 2,827,289 15,133 927,542 3,110 930,053

他団体への公共資産整備補助金等 516,429 516,429 2,630 517,284

支払利息 487,905 232,739 720,644 106,421 731 270 777,060

回収不能見込計上額 46,094 37,809 83,903 △ 25,278 58,625

その他行政コスト 125,682 125,682 7,898 166,127 57,661 355,665

　行政コスト合計 19,114,958 11,004,434 28,204,512 4,883,545 166,878 152,217 32,181,252

経常収益

使用料・手数料 414,046 414,046 19,385 433,431

分担金・負担金・寄附金 211,687 2,460,279 2,656,833 2,404,518 4,180,362

保険料 2,349,042 2,349,042 2,349,042

事業収益 196,165 196,165 755,402 169,828 146,176 922,660

その他特定行政サービス収入 42,669 42,669 5,493 3 6,644 54,809

他会計補助金等 1,899,747

　行政サービス収入合計 625,733 6,947,902 5,658,755 3,184,798 169,831 152,820 7,940,304

（差引）純行政コスト 18,489,225 4,056,532 22,545,757 1,698,747 △ 2,953 △ 603 24,240,948

つがる市全会計 連結対象団体

計 連結合計
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Ⅱ－４　連結純資産変動計算書

Ⅱ－４－１　連結純資産変動計算書の概要

　平成２４年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「純経常行政コスト」２４２億４３７万
円に対して地方税や地方交付税などの一般財源が１４４億６，２８９万円、補助金等が１０２億５５１万
円、出資の受入れが２億９，４８５万円、その他が１億１，９８９万円あり、投資損失等の臨時的な要因
によるコスト１，２０４万円を差し引いても、８億６，６７３万円の財源がコストを上回りました。
　この結果、連結対象団体を含めた全体の期首純資産残高６７９億５，９２３万円が、期末では６８８億
２，５９６万円になりました。

連結純資産変動計算書 内訳表 【自：平成２４年４月１日　　至：平成２５年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

期首純資産残高 42,817,654 13,969,905 56,787,559 11,179,206 5,112 1,353 67,959,230

純経常行政コスト △ 18,489,225 △ 4,056,532 △ 22,545,757 △ 1,662,165 2,953 604 △ 24,204,365

一般財源

地方税 2,401,226 2,401,226 2,401,226

地方交付税 11,352,716 11,352,716 11,352,716

その他行政コスト充当財源 675,049 675,049 33,896 708,945

補助金等受入 4,407,381 3,847,509 8,254,890 1,950,618 10,205,508

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失 △ 12,043 △ 12,043 △ 12,043

収益事業純損失

出資の受入・新規設立 294,853 294,853

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他 105,847 105,847 14,046 119,893

期末純資産残高 43,152,758 13,866,729 57,019,487 11,810,454 8,065 1,957 68,825,963

連結対象団体

連結合計

つがる市全会計

計
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Ⅱ－５　連結資金収支計算書

Ⅱ－５－１　連結資金収支計算書の概要

　平成２４年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「経常的収支の部」で生じた収支剰余
（黒字）６２億２，１６１万円で、「公共資産整備収支の部」の収支不足額(赤字）１１億９，６７３万
円と「投資・財務的収支の部」の収支不足額(赤字）４９億４，５１９万円を補てんしています。
　「経常的収支の部」の黒字が、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」の収支不足額を
上回っているため、期首に２２億２，７９１万円あった資金が、期末で７，９６８万円増加し、２３億
７５９万円となっています。

連結資金収支計算書内訳表 【自：平成２４年４月１日　　至：平成２５年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[経常的収支の部]

人件費 4,511,712 329,850 4,838,124 345,078 28,870 5,053,334

物件費 2,206,176 392,253 2,586,734 324,146 20 56,785 2,801,947

社会保障給付 3,716,074 7,084,676 10,800,750 3,702,145 13,910,559

補助金等 1,037,616 2,142,304 3,179,920 43,181 1,309 3,202,166

支払利息 487,905 232,739 720,644 106,421 731 270 777,060

他会計への事務費等充当財源繰出支出 1,999,594 366,927 3,110 369,438

その他支出 566,829 138,947 705,776 137,621 61,890 663,048

　支出合計 14,525,906 10,320,769 23,198,875 4,661,702 751 149,124 26,777,552

地方税 2,392,782 2,392,782 2,392,782

地方交付税 11,352,716 11,352,716 11,352,716

国県補助金等 3,605,141 3,750,709 7,355,850 1,702,300 9,058,150

使用料・手数料 413,256 413,256 19,385 432,641

分担金・負担金・寄附金 208,011 2,460,232 2,668,243 2,391,357 4,178,611

保険料 2,310,240 2,310,240 2,310,240

事業収入 192,975 192,975 795,946 146,176 790,186

諸収入 314,856 70,896 385,752 74,171 3 459,926

地方債発行額 984,300 984,300 984,300

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額 198,148 198,148 47,985 246,133

他会計繰入金等 1,632,667

その他収入 730,202 1,167 716,236 77,592 6,645 793,473

　収入合計 20,199,412 10,418,886 28,970,498 5,108,736 3 152,821 32,999,158

　経常的収支額 5,673,506 98,117 5,771,623 447,034 △ 748 3,697 6,221,606

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 2,481,191 208,164 2,689,355 946,211 166,127 3,801,693

公共資産整備補助金等支出 582,007 582,007 2,630 584,637

他会計への建設費充当財源繰出支出 462,870 442,251 442,251

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

　支出合計 3,526,068 208,164 3,713,613 948,841 166,127 4,828,581

国県補助金等 682,354 96,800 779,154 309,318 1,088,472

地方債発行額 1,717,800 127,100 1,844,900 260,317 2,105,217

長期借入金借入額 38,754 38,754

基金取崩額 2,630 2,630

他会計負担金等 20,619

その他収入 85,293 85,293 311,481 396,774

　収入合計 2,485,447 244,519 2,709,347 883,746 38,754 3,631,847

　公共資産整備収支額 △ 1,040,621 36,355 △ 1,004,266 △ 65,095 △ 127,373 △ 1,196,734

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 110 110 110

貸付金 27,850 27,850 27,850

基金積立額 1,342,526 1,342,526 48,555 1,391,081

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出 633,875 387,414 387,414

地方債償還額 3,062,651 527,554 3,590,205 157,965 3,748,170

長期借入金返済額 3,413 3,413

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出 42,602 42,602 3,243 45,845

　支出合計 5,109,614 527,554 5,390,707 209,763 3,413 5,603,883

国県補助金等

貸付金回収額 27,901 27,901 27,901

基金取崩額

地方債発行額 449,000 155,900 604,900 604,900

長期借入金借入額

公共資産等売却収入 83 83

収益事業純収入

その他収入 12,543 246,461 12,543 13,263 25,806

　収入合計 489,444 402,361 645,344 13,346 658,690

　投資・財務的収支額 △ 4,620,170 △ 125,193 △ 4,745,363 △ 196,417 △ 3,413 △ 4,945,193

　　当年度資金増減額 12,715 9,279 21,994 185,522 △ 128,121 284 79,679

　　期首資金残高 453,912 425,333 879,245 1,208,306 136,186 4,169 2,227,906

    経費負担割合変更に伴う差額

　　期末資金残高 466,627 901,239 1,393,828 8,065 4,453 2,307,585

つがる市全会計 連結対象団体

計 連結合計
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